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１ はじめに
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• 本市の都心であるJR加古川駅周辺地区においては、東播磨都

市圏の核として、賑わいのある魅力的な都市空間を形成するた

め、交通の利便性や保健・医療機能の充実した環境を生かしな

がら、商業や行政などの都市機能の集積や都心居住を推進す

るとともに、土地利用の高度化を図ることとしています。

• とりわけ、駅周辺地区のまちづくりについては、これまでもＪＲ山

陽本線の連続立体交差事業をはじめ、駅南北の土地区画整理

事業や駅前広場の整備を行ってきたところです。また、近年にお

いては、「ウェルネージかこがわ」や「加古川中央市民病院」など

の保健・医療機能の拠点整備が行われたほか、寺家町周辺地

区防災街区整備事業等の進展による都心居住の促進が図られ

てきました。

• しかしながら、駅北地区では、本市が所有する加古川駅北土地

区画整理事業３１街区をはじめ、民間事業者が所有する土地も

含め、駐車場等の暫定利用の状況が続いています。

• このことから、高度化を含めた土地の利活用を促進する中で、市

内外から多様な世代が集い、過ごすことができる都市機能等の

誘導を図り、駅周辺の回遊性の向上と滞在人口の増加、ひいて

は、さらなる賑わいの創出を目的に、「加古川駅周辺地区まちづ

くり構想」を策定しました。
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まちづくり構想策定の背景・目的

はじめに

構想の位置付け

• 本構想の上位計画に位置付けられる「加古川市総合計画」「加

古川市都市計画マスタープラン」のほか、関連計画との整合・

連携を図ります。

加古川駅周辺地区におけるまちづくりの考え方

『加古川駅周辺地区まちづくり構想』

• 加古川市人口ビジョン（平成27年10月）
• 加古川市公共施設等総合管理計画（平成29年2月）
• 加古川市地域公共交通プラン（平成29年3月）

• 加古川市緑の基本計画（平成27年1月）
• 第3期加古川市地域福祉計画（平成28年3月）

整合・連携

整合・連携

加古川市における最上位計画
加古川市総合計画［2016-2020］

平成28年3月

地方版総合戦略

加古川市まち・ひと・しごと創生総合戦略
平成27年10月

都市計画に関する基本的な方針
加古川市都市計画マスタープラン

平成29年4月



• 本まちづくり構想の対象区域は、加古川駅周辺の概ね

半径１㎞の範囲とします。
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まちづくり構想の区域

はじめに



２ 基礎情報の整理
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• 政策関連の上位・関連計画における加古川駅周辺地区に関する記載、及び位置付けは以下のとおりです。

• 加古川駅周辺地区に対して、商業・行政などの都市機能の集積、都心居住の促進、それに向けた土地利用の高度化が求められています。
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上位・関連計画による加古川駅周辺地区の位置付け－政策関連

基礎情報の整理

上位・関連計画 加古川駅周辺地区の位置付け・期待される役割

加古川市総合計画[2016－2020]

（平成28年3月）

 東播磨の核として賑わいのある魅力的な都市空間を形成するため、交通の利便性や保健・医療機能の充実した環境を生か
しながら、商業・行政などの都市機能の集積や都心居住を促進するとともに、土地利用の高度化を図る

 公共交通によるアクセスの確保や駐車・駐輪対策を推進するとともに魅力ある商業空間の形成や集客力を高めるための取
組を総合的に進める

加古川市人口ビジョン
（平成27年10月）

 市域全体の人口減少を抑制、人口構造の若返りに向け、都心・副都心は人口の誘引・定着に資する機能の確保が求められ
る

加古川市まち・ひと・しごと創生総合
戦略（平成27年10月）

 加古川駅南商業施設を軸とした中心市街地の回遊性、界隈性の創出

加古川市公共施設等総合管理計画
（平成29年2月）

 都心・副都心に位置する公共施設や公的不動産については、核施設・機能の必要性のみならず、都心機能の強化や活力創
出等の波及効果の観点からも、柔軟な有効活用について検討することが求められる

公共施設等総合管理計画に基
づく再編計画（令和2年3月）

 市役所周辺の施設について、今後の建物のあり方や機能の移転・集約を検討する

 図書館法に基づき設置する図書館は１館とし、その機能を中央図書館に集約する
 図書館以外で図書等を利用できる機会の創出に取り組む

第3期加古川市地域福祉計画
（平成28年3月）

 各施策で示された基本理念や目標の実現に向けた加古川駅周辺地区の役割を検討する
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上位・関連計画による加古川駅周辺地区の位置付け－都市計画関連

基礎情報の整理

HP

上位・関連計画 加古川駅周辺地区の位置付け・期待される役割

加古川市都市計画マスタープラン

（平成29年4月）

 加古川駅周辺は都市拠点（都心）に位置付けられている

 中心市街地として商業・業務、医療・福祉、住宅等の都市機能を誘導し、東播磨地域の中核都市として、緑豊かなゆとりと賑
わいのある拠点の形成を図る

 都心にふさわしい良好な中高層住宅を誘導し、加古川バイパス以北及び鶴林寺周辺においては、隣接する田園環境や歴
史資源と調和した良好な低層住宅地の形成を図る

 JR山陽本線及び加古川線の利便性の向上を図るとともに、コミュニティバスなど加古川駅を拠点としたバス交通の充実を図
る

 市街地整備と合わせた緑地の確保を図り、重点的に緑化を推進する地区として、緑豊かなうるおいある都心の形成を図る
 加古川駅、市役所、公園などの連携を考慮した水と緑のネットワークの形成を図る

 まちの顔となる賑わいと風格のある景観となるよう、重点的な景観形成を進める

 市役所周辺においては、水辺や緑豊かな空間を利用した景観形成を進めるとともに、市内連携軸上の幹線道路などにおい
ては、沿道景観の統一性の確保を図る

加古川市地域公共交通プラン

（平成29年3月）

 公共交通網のハブ（中心）として位置付け

 加古川駅北広場公共交通ターミナル機能の充実や、路線バスによる主要駅間のアクセスを強化し、鉄道駅の拠点機能の強
化を図る

加古川市緑の基本計画
（平成27年1月）

 加古川駅北土地区画整理事業や住宅市街地総合整備事業等と連携し、都市公園の整備や建物の敷際緑化等を進め、緑
豊かな都心の形成を図る

 緑と歩行者ネットワークを活用し、加古川駅から加古川中央市民病院、加古川河川敷緑地まで、快適に安心して移動できる
緑の空間づくりを検討する

周辺道路整備に関する計画

（東播磨地域社会基盤整備プログラ
ム等）（平成31年3月兵庫県）

 国道2号（平野～加古川橋工区）の4車線化に向けた道路改良工事により、加古川の中心市街地へのアクセスが改善され、
駅前商店街の活性化などまちの発展に寄与することが期待される

東播地域都市計画区域マスタープラ
ン（平成28年3月兵庫県）

 東播磨地域の都市機能集積地区に位置付けられており、土地の高度利用・有効利用の推進、都市機能の維持・充実、交通
ネットワークの強化等を図る

• 都市計画マスタープランにおいても、都市機能の誘導、中高層住宅の誘導が位置付けられており、加えて交通環境の充実や緑空間の

形成も求められています。
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加古川市都心機能等基礎調査業務（既往調査）－まちづくりの展開イメージ（案）

基礎情報の整理

• まちづくりの展開イメージ（案）として、多様な機能の掛け合わせ、面としての活性化、歩行者ネットワークの形成等がイメージとして示され
ています。
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加古川市都心機能等基礎調査業務（既往調査）－まちづくりの展開イメージ（案）

基礎情報の整理

• 展開方針（案）としては、既存商業施設を核とした拠点性の強化、これを牽引する新規開発の誘導、エリアマネジメントの実施が示されて
います。



３ 加古川駅周辺地区のまちづくり方針

10



11

加古川駅周辺地区の特性・課題の把握

加古川駅周辺地区のまちづくり方針

交通
 加古川駅は新快速が停車することから、近畿圏の拠点駅まで
のアクセスが良いため、駅周辺は大阪、神戸、姫路のベッドタ
ウンとして発展している

教育環境
 加古川駅南側に進学校の高校が立地している
 駅周辺に学習塾などの教育施設が集積している

子育て環境
 駅周辺に保育園・幼稚園だけでなく、子育てプラザ等の子育て
を支援する機能が設置されている

医療・高齢福祉  駅南側に高齢者施設・医療施設が集積している

緑  駅北区画整理事業において新規公園も計画されている

加古川駅周辺地区は、ベッドタウンとしての利便性、子育て・教育環境の充実が特性として挙げられます。
一方課題として低未利用地の集積や生活支援施設の不足、交通アクセスの不便さ、市全体として高齢化の
進展が挙げられます。

加古川駅周辺地区の今後のまちづくりにおいては、これらを踏まえた取組が求められます。

特性

土地利用

 駅北口に関し、玄関口という役割を担う必要があるにもかかわ
らず、駐車場や空き地などの低未利用地が集積し、駅前近接
の街区でも高度利用が図られていないため、賑わいの創出が
できていない

人口

 市全体として、高齢化が進行しているとともに、世帯人員が減
少、核家族化や単身世帯増加の傾向にあり、今後はコミュニ
ティ形成に寄与する市民の「居場所」作りやコンパクトシティ化
による利便性向上が求められる

生活支援施設

 小売大型店舗はロードサイド立地が中心であり、特に駅北側
地区に商業施設を始めとした生活支援施設が不足している

 駅周辺地区内の認可保育園の需要は高く、定員オーバーの施
設もある

交通

 慢性的な渋滞発生など自動車・自転車によるアクセス（駐車
場・駐輪場配置含む）に改善の余地がある

 歩行者の駅南北間往来は、駅もしくは駅南西高架下通路に限
定されているが、南北間がより連携した回遊性を創出（機能連
携による回遊性創出を含む）する必要がある

公共施設

 公共施設は市内に点在しており、利用属性に応じた利便性が
課題となっている。

 老朽化の進んだ施設も多いため、当該施設の更新計画等の検
討が必要である。

課題



加古川駅周辺地区のまちづくり方針

コンセプト

子どもとともに過ごし、育つまち

～ウェルネス都心拠点の形成～

ウェルネス都市を目指す加古川市を象徴する「都心拠点」として、

多様な都市機能を集積させることにより、

市内外から子どもを中心とした多様な世代が集い、

いきいきと暮らし続けられる魅力的なまちを目指します

まちづくりの基本方針

• コンセプトの実現に向け、３つの視点からまちづくりの基本方針

を整理します。

• 加古川駅周辺地区の特性を伸ばし、課題解決に向けたまちづくり

の推進に向け、まちづくりのコンセプトを以下のとおり設定します。

• 加古川市の「都心拠点」として、市全体の今後の発展を牽引する
役割を担うまちづくりを目指します。

まち

～活気・賑わい～

 都市機能の集積による賑わい

向上

 東播磨都市圏の中核にふさわ
しい魅力的な街並みの形成

自然（資源）

～回遊・憩い～

 緑を感じる環境の実現

 オープンスペースの創出による

多様な屋外活動の展開

 快適な歩行者ネットワークの形成

 回遊性の向上による賑わい向上

ひと

～生きがい・やすらぎ～

 子どもからお年寄までの多様な世代が滞在し、

活動できる環境の実現

 多様な世帯に選ばれる安全・快適な住環境の実現

ウェルネス

自然

（資源）

まち

ひと
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13

加古川駅周辺地区の整備方針

加古川駅周辺地区のまちづくり方針

 子どもをはじめとした多様な世代が滞在し活動できる環境の実現

• 駅周辺地区で不足する中高生の放課後の居場所整備

• 駅利用者の家や職場・学校以外の第3の居場所となる滞在空間の整備

• 乳幼児の遊び場、子育て中の親の交流場所の充実

 乳幼児～中高生がいるファミリーを中心とした世帯に選ばれる快適な住環境の実現

• 利便性の高い駅前居住機能の誘導

• 駅前居住を支える商業機能や生活支援機能（子育て支援機能、医療・健康増進機能等）の誘導

• 安全安心な住環境の実現に向けた見守り環境等の整備

１ ひとのウェルネスの

実現に向けた

整備方針

 集客施設の整備による滞在人口の増加

• 地区内外から利用者を集める公共・公益機能の整備（窓口、図書、交流機能等）

• ベッドタウンの特性を踏まえた住居近接のシェアオフィス等の誘導

• 駅前商業機能の活性化

 回遊性の向上による駅周辺の賑わい創出

• 駅と東西の大型商業施設をつなぐ歩行者空間の整備

• 商店街等との連携による回遊性向上に寄与するソフト施策の実施検討

 交通インフラの改善による利便性の向上

• 円滑な交通環境の形成に向けた基盤整備（駐車場・駐輪場の整備等）

• 将来的な駅前交通環境の変化に対応した駅前広場等の再整備検討

• 交通の利便性向上に向けた検討（ICTの活用等）

２ まちのウェルネスの

実現に向けた

整備方針

 緑を感じる環境の実現

• 新規開発時の緑化推進、既存の緑のネットワークの維持・強化

 オープンスペースの創出

• 大規模開発時のオープンスペースの確保誘導（災害時の駅利用者や帰宅困難者、周辺居住者を中心とした一時避
難場所としても活用）

３ 自然のウェルネスの

実現に向けた

整備方針



４ 加古川駅周辺地区のゾーニング
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駅南口エリア

駅北口近接エリア

鉄道沿線エリア

周辺市街地エリア

駅北口エリア

15

加古川駅周辺地区のゾーニング

加古川駅周辺地区のゾーニング

• 駅へのアクセス性、大規模施設の立地、低未利用地の点在

状況等のエリア状況から、駅300m圏内を駅前拠点として設

定し、積極的に都市機能導入を図るエリアとして位置付け、
駅前拠点外周は、駅前拠点の開発の波及効果により、まち

づくりを進めるエリアとして整備の方向性を検討します。
• 加古川駅周辺地区のゾーニングイメージは以下のとおりです。

駅前拠点

<凡例>

各種拠点

拠点の連携・

ネットワーク化

駅北口

エリア

• 駅前広場に面した街
区が駐車場などの低
未利用地となっており、
賑わいが不足してい
る

ゾーニング 現況 整備の方向性

 面的な未利用地を活用し、加古川駅周辺のコン
セプトの実現に寄与する公共公益機能の導入
及び駅前居住の推進を目指す

 低未利用地の早期事業化により、加古川駅周
辺地区のまちづくりを先導する開発事業を行う

 不足する駐車場・駐輪場の整備を検討する

駅南口

エリア

• 面的な商業エリアと
なっている

• 加古川中央市民病院
の開業や大型商業施
設のリニューアルによ

り人の流れが増えて
いるが、駅周辺への
波及が課題となって
いる

 優良建築物整備事業及び防災街区整備事業等
の推進により防災性の向上、高度利用の推進
を図り、商業地としての賑わいの創出に向け、
商業業務機能の誘導に加え、子どもを中心とし
た世代の居場所づくりを目指すとともに、安全で
快適な居住環境を確保する

 住宅市街地総合整備事業の推進及び駅北口エ
リアとの連携による地区内の回遊性向上に向け
た歩行者動線整備を実施する

 駅周辺の交通環境の向上に向けた道路整備を
進める

 不足する駐車場・駐輪場の整備を検討する

駅北口

近接

エリア

• 一部住宅の開発が進
んでいるが、空き地も
点在している

 駅北口エリアの開発の波及効果により、駅前居
住の誘導を図る

 居住環境の利便性を向上を図る生活支援機能
の誘導を目指す

 不足する駐車場・駐輪場の整備を検討する

鉄道沿線
エリア

• 低未利用地が集積し
ている

 駅前拠点や医療拠点に近い立地ポテンシャル
を生かし、目的性の高いサービス機能や住宅の
誘致、駐輪場の整備を目指す

 不足する駐車場・駐輪場の整備を検討する

周辺

市街地

エリア

• 既成市街地が形成さ
れている

• 一部、密集市街地と
なっているエリアがあ
る

 駅周辺の交通環境の向上に向けた道路整備を
進める

 駅前拠点への機能導入の波及効果により、整
備方針に沿ったまちづくりを行う

積
極
的
に
都
市
機
能
導
入
を
図
る
エ
リ
ア
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整備方針と実現を担うゾーン

加古川駅周辺地区のゾーニング

整備方針

都市機能のゾーニング

駅北口
エリア

駅南口
エリア

駅北口近
接エリア

鉄道沿線
エリア

周辺市街
地エリア

ひとの
ウェルネス

 子どもをはじめとした
多様な世代が滞在し
活動できる環境の実
現

• 駅周辺地区で不足する中高生の放課後の居場所整備 〇 ●

• 駅利用者の家や職場・学校以外の第3の居場所となる滞在空間の整備 ● 〇

• 乳幼児の遊び場、子育て中の親の交流場所の充実 ● ●

 乳幼児～中高生がい
るファミリーを中心とし
た世帯に選ばれる快
適な住環境の実現

• 利便性の高い駅前居住機能の誘導 ● 〇 ● ● 〇

• 駅前居住を支える商業機能や生活支援機能（子育て支援機能、医療・
健康増進機能等）の誘導

● 〇 ● ●

• 安全安心な住環境の実現に向けた見守り環境等の整備 〇 〇 〇 〇 〇

まちの
ウェルネス

 集客施設の整備によ
る滞在人口の増加

• 地区内外から利用者を集める公共・公益機能の整備（窓口、図書、交
流機能等）

● ○

• ベッドタウンの特性を踏まえた住居近接のシェアオフィス等の誘導 〇 〇

• 駅前商業機能の活性化 〇 ●

 回遊性の向上による
駅周辺の賑わい創出

• 駅と東西の大型商業施設をつなぐ歩行者空間の整備 ●

• 商店街等との連携による回遊性向上に寄与するソフト施策の実施検討 ●

 交通インフラの改善
による利便性の向上

• 円滑な交通環境の形成に向けた基盤整備（駐車場・駐輪場の整備等） ● ● ● ● ●

• 将来的な駅前交通環境の変化に対応した駅前広場等の再整備検討 〇 ●

• 交通の利便性向上に向けた検討（ICTの活用など） ● ● 〇 〇 〇

自然の
ウェルネス

 緑を感じるまち環境の
実現

• 新規開発時の緑化推進、既存の緑のネットワークの維持・強化 ● ● ● ● ●

 オープンスペースの
創出

• 大規模開発時のオープンスペースの確保誘導（災害時の駅利用者や
帰宅困難者、周辺居住者を中心とした一時避難場所としても活用）

● ● ● ● ●

【凡例】●：機能導入のメインエリア、〇：機能導入のサブエリア



整備方針図

加古川駅周辺地区のゾーニング

1km

加古川バイパス

駅前拠点

行政拠点

医療拠点

ウェルネージ
かこがわ

N

【駅北口エリア】

 駅利用者の家や職場・学校以外の第
3の居場所となる滞在空間の整備

 乳幼児の遊び場、子育て中の親の交
流場所の充実

 利便性の高い駅前居住機能の誘導

 駅前居住を支える商業機能や生活
支援機能（子育て支援機能、医療・
健康増進機能等）の誘導

 地区内外から利用者を集める公共・

公益機能の整備（窓口、図書、交流
機能等）

 円滑な交通環境の形成に向けた基
盤整備（駐車場・駐輪場の整備等）

 交通の利便性向上に向けた検討
（ICTの活用など）

【駅南口エリア】

 駅周辺地区で不足する中高生
の放課後の居場所整備

 乳幼児の遊び場、子育て中の
親の交流場所の充実

 駅前商業機能の活性化

 駅と東西の大型商業施設をつ
なぐ歩行者空間の整備

 商店街等との連携による回遊
性向上に寄与するソフト施策
の実施検討

 円滑な交通環境の形成に向け
た基盤整備（駐車場・駐輪場の
整備等）

 将来的な駅前交通環境の変化

に対応した駅前広場等の再整
備検討

 交通の利便性向上に向けた検
討（ICTの活用など）

【駅北口近接エリア】
 利便性の高い駅前居住機能の誘導

 駅前居住を支える商業機能や生活
支援機能（子育て支援機能、医療・
健康増進機能、介護・福祉機能等）
の誘導

 円滑な交通環境の形成に向けた基
盤整備（駐車場・駐輪場の整備等）

【周辺市街地エリア】

※駅前拠点開発の波及効果によ
り、現況機能を生かした機能更新
を誘導するエリア

【周辺市街地エリア】

※駅前拠点開発の波及効果により、現
況機能を生かした機能更新を誘導する
エリア

【鉄道沿線エリア】

 利便性の高い駅前居住機能の
誘導

 駅前居住を支える商業機能や
生活支援機能（子育て支援機

能、医療・健康増進機能、介
護・福祉機能等）の誘導

 円滑な交通環境の形成に向け
た基盤整備（駐車場・駐輪場の
整備等）

<凡例>

各種拠点

拠点の連携・
ネットワーク化

JR加古川駅

【全エリア共通】
 新規開発時の緑化推進、既存の緑のネットワークの維持・強化

 大規模開発時のオープンスペースの確保誘導（災害時の駅利
用者や帰宅困難者、周辺居住者を中心とした一時避難場所と
しても活用）

加古川中央
市民病院
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加古川市役所

大型商業施設

大型商業施設



• エリア特性等を踏まえ、まちづくり方針の実現に向けたステップを下記に整理します。

STEP1：「駅前拠点」のうち、低未利用地の活用による早期事業化を見込むことができる『駅北口エリア』をまちづくりの第1段階とし、早

期事業化を目指します。

STEP2：『駅南口エリア』や『鉄道沿線エリア』は、STEP1の動向を踏まえ、具体的な整備方策を検討します。『駅北口近接エリア』は、

STEP1の都市機能導入により、まちの魅力を向上させ、駅前居住の誘導を図ることを目標とします。

STEP3：STEP1～2の駅前拠点の事業化により、まち活性化の波及効果を創出し、『周辺市街地エリア』の機能更新・建替え誘導を目

指します。

18

ゾーンごとのまちづくりのステップ

加古川駅周辺地区のゾーニング

STEP １

『駅南口エリア』
商業機能の活性化・回遊性の向上

 駅北口エリアの開発を踏まえた不
足機能の強化（居場所機能等）

 商業エリア内の機能更新による回
遊性向上・商店街の活性化

 駅周辺地区内の回遊性向上に資す
る基盤整備の推進

『周辺市街地エリア』
駅周辺地区全体の活性化

 駅前拠点活性化の波及効果による
機能更新・建替え誘導

『駅北口エリア』

駅北側地区の未利用地を
活用した都市機能導入

 ウェルネス都市を象徴する開発の
推進による駅周辺の活力アップ

 エリア内利用者の増加

STEP ２

『鉄道沿線エリア』
サービス機能の強化

 目的性の高いサービス機能や住宅の誘致、駐車場等の整備

『駅北口近接エリア』
駅前居住の誘導

 駅北口エリアの都市機能導入により街の魅力を向上し、駅前居住を誘導

STEP ３
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加古川駅周辺地区のゾーニング

まちづくりのステップイメージ

 エリア内利用者の増加

 ウェルネス都市を象徴
する開発の推進による
駅周辺の活力アップ

 住宅市街地総合整備事
業の推進による防災性

の向上、高度利用の推
進を図り、商業地として
の賑わいの創出

 北口の開発による
駅南北間往来の促進

 駅北口エリアの開発を
踏まえた不足機能の強
化（居場所機能等）

 商業エリア内の機能更
新による回遊性向上・
商店街の活性化

STEP1：駅北口エリア

駅北側地区の未利用地を

活用した都市機能導入

STEP2：駅南口エリア

商業機能の活性化・

回遊性の向上

STEP2～3：鉄道沿線エリア

サービス機能の強化

STEP2～3：駅北口近接エリア

駅前居住の誘導

 目的性の高いサービス
機能や住宅の誘致、駐
車場等の整備

STEP3：周辺市街地エリア

駅周辺地区全体の活性化

STEP3：周辺市街地エリア

駅周辺地区全体の活性化

STEP3：周辺市街地エリア

駅周辺地区全体の活性化

大型商業施設

大型商業施設

加古川中央
市民病院

至 加古川市役所

 街路事業の推進による
国道2号線の4車線・対

面通行化、加古川橋の
架け替え【県事業】



５ 駅北口エリアの事業方針
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• 駅北口エリアの低未利用地の分布状況は右図のとおり

です。特に候補地1は加古川市が所有する土地であるこ

とから、最も早期の事業化が期待されます。

• その他の低未利用地は、候補地1の事業化により当該エ

リアの開発ポテンシャルを向上させ、民間事業者による

開発を誘導することを目指します。

【事業化候補地の状況】

• 候補地1は、市有地であり、現状の利用状況も自動車整

理場となっていることから、早期事業化が可能な土地と

なっています。

21

事業化候補地の検討

駅北口エリアの事業方針

 低未利用地の整理

：加古川市所有

：その他

1

駅北口エリア

JR加古川駅

 候補地1を第1期として開発し、

駅北口エリアのまちづくりの契機とします

 駅前広場周辺の低未利用地は、所有者と

の連携によりできる限り早期の事業化を目

指します

• 本章では、ゾーニングにおいてまちづくりのSTEP１に位置付けた「駅北口エリア」について、早期の事業化に向けた事業方針を取りまとめ

ます。
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事業化候補地の概要

駅北口エリアの事業方針

 候補地1：市有地（31街区）

N0.6 内容

法的条件 • 商業地域（建ぺい率80%、容積率400%）
• 準防火地域

• 高さ制限なし、高度地区指定なし
• 加古川駅北地区地区計画区域内（商業業務A地区）

諸元 敷地面積 2,140㎡（＞地区計画の最低敷地面積500㎡）

接道 南側：加古川駅北広場（1項1号道路）

東側：加古川駅北線 幅員約30.1m（1項1号道路）
北側：加古川駅北区画道路7号線 幅員8.0m（1項1号道路）
西側：加古川駅北自転車歩行者道1号線 幅員8.0m（1項1号道路）

権利者 土地：加古川市

N

注：1項1号道路・・・建築基準法第42条1項1号で定められた道路で道路法上の道路

2 31

1

2

3
JR加古川駅

0 100m
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整備方針の具体化に向けて

駅北口エリアの事業方針

• 駅北口エリアは、「面的な未利用地の活用による、公共公益機能の導入や駅前居住の推進」に加え、「早期の事業化により、周辺地区のま

ちづくりを先導」する役割が期待されています。

• これを踏まえ、以下の整備方針の実現が想定される事業候補地を整理します。

実現すべき整備方針

 駅利用者の家や職場・学校以外の第3の居場所となる滞
在空間の整備

 利便性の高い駅前居住機能の誘導
 駅前居住を支える商業機能や生活支援機能（子育て支援
機能、医療・健康増進機能等）の誘導

※全候補地共通

 新規開発時の緑化推
進、既存の緑のネット
ワークの維持・強化

 大規模開発時のオー

プンスペースの確保
誘導（災害時の駅利
用者や帰宅困難者、
周辺居住者を中心と
した一時避難場所とし
ても活用） 地区内外から利用者を集める公共・公益機能の整備（窓

口、図書、交流機能等）
 不足する駐車場、駐輪場の整備

事業化候補地の特性

候補地１
（市有地 31街区）

駅前広場周辺の
低未利用地

その他低未利用地

 大規模施設導入には敷地規模が不足することから、周辺土
地との役割分担により、効果的な都市機能の導入を図る

 早期開発ニーズのあるファミリー層向けの住宅や、駅前居住
者を支える子育て機能、利便性を向上する商業、生活支援
機能の誘導を検討する

 駅北口の活性化に向け、高度化が期待される
 大規模街区については、多様な都市機能導入が期待される
 駅周辺に求められる公共公益機能の導入と合わせ、駅利用
者ニーズを踏まえた商業機能の誘致が期待されるが、事業
化にあたっては、所有者の意向を確認する必要がある。

 候補地１の事業化により、民間事業者主導の開発が促進さ
れることを期待する

 上記候補地の開発により、民間事業者主導の開発が促進さ
れることを期待するとともに、不足する駐車場、駐輪場の整
備を誘導する

 駅利用者の家や職場・学校以外の第3の居場所となる滞
在空間の整備

 乳幼児の遊び場、子育て中の親の交流場所の充実
 利便性の高い駅前居住機能の誘導
 駅前居住を支える商業機能や生活支援機能（子育て支援
機能、医療・健康増進機能等）の誘導

 不足する駐車場、駐輪場の整備
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段階的事業化イメージ

駅北口エリアの事業方針

• 候補地の段階的な開発により、駅北口エリアの事業方針の実現を目指します。段階的事業化のイメージは下記のとおりです。

候補地１の事業化

約1～3年後

行政主導のもと、駅北

口エリアのまちづくりの
第一段階として、

候補地１の事業化を推
進する

駅前居住機能の整備に

より、駅前居住人口を
増加させ、駅北口エリ
アの賑わい創出を図る

1
駅前広場周辺の事業化

約3～10年後

候補地１周辺の土地所

有者との連携により、
事業方針の実現に向け、
早期の開発を目指す

公共公益機能や生活
支援機能の整備により、

地区内外から利用者を
集め、駅北口エリアの
活性化を図る

2
その他低未利用地の事業化

約5年後～

駅前広場周辺土地の開

発により、まちの魅力が
高まり、民間事業者の自
発的な開発が誘導される

駅前居住機能や生活支
援機能、駐車場・駐輪場

機能が充実し、当該エリ
アの事業方針が実現する

3

【候補地1】
市有地

※事業化の時期は目安であり、経済情勢等の状況により変更となる場合があります。



６ 候補地１（31街区）の事業方針
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31街区の事業方針

候補地１（31街区）の事業方針

 駅利用者の家や職場・学校以
外の第3の居場所となる滞在
空間の整備

 利便性の高い駅前居住機能
の誘導

 駅前居住を支える商業機能

や生活支援機能（子育て支援

機能、医療・健康増進機能
等）の誘導

• 前章の駅北口エリアにおける各事業化候補地の担うべき役割整理より、31街区が担うべき役割は下記の３つです。

• 上記を踏まえ、具体的に整備が想定される用途は以下のとおりです。

若年・

子育て世帯を中
心とした

居住施設

スーパーマーケット・

コンビニエンスストア
等の商業施設

学習塾・

託児施設等の
子育て支援施設

ワークスペース

学習スペース等
の滞在施設

クリニック・

フィットネス等の医療・
健康増進施設
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31街区の建物整備手法（案）

候補地１（31街区）の事業方針

• 31街区の建物整備手法（案）は以下のとおりです。今後、関係者との調整、民間事業者への意向調査により、最も効果的な手法を選定します。

パターン１：加古川市による建物整備
パターン２：民間事業者による建物整備

パターン２－１：土地賃借 パターン２－２：土地売却

イメージ

概要

• 加古川市が市有地の上に自ら建物を

整備する

• 施設の維持管理・運営については、

導入機能に応じた適切な手法（直営、

指定管理など）を検討する

• 土地を民間事業者に一定期間貸付け、
民間事業者が建物を整備する

• 施設の維持管理・運営については、

導入機能に応じ、民間事業者と加古川
市で役割分担を行い、適切な手法を

検討する

• 土地を民間事業者に売却し、民間事業
者が建物を整備する

• 施設の維持管理・運営については、

導入機能に応じ、民間事業者と加古川
市で役割分担を行い、適切な手法を

検討する

土地：加古川市所有

建物：加古川市整備

加古川市所有

民間事業者に貸付

【低層部】

滞在・商業・子育て

支援・医療・健康増進

施設等を導入

建物：民間事業者整備

土地：民間事業者に売却

建物：民間事業者整備

【高層部】

居住機能等を導入

【低層部】

滞在・商業・子育て

支援・医療・健康増進

施設等を導入

【高層部】

居住機能等を導入

【低層部】

滞在・商業・子育て

支援・医療・健康増進

施設等を導入

【高層部】

居住機能等を導入

土地：


